
○天草市子ども医療費の助成に関する条例 

平成１８年３月２７日 

条例第１３０号 

改正 平成１９年３月３０日条例第１７号 

平成２２年６月３０日条例第３１号 

（題名改称） 

平成２４年６月２７日条例第３０号 

平成２６年６月２７日条例第１７号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子どもの疾病の早期治療を促進し、その健康の保持及び健全な育成と子

育て支援を図るため、子どもの医療費の一部負担金を助成することに関し必要な事項を定め

るものとする。 

（平２２条例３１・一部改正） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 子ども 年齢が０歳から満１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあ

る者をいう。ただし、満１５歳に達する日の属する学年の終わりまでに、学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第１条に規定する中学校若しくは特別支援学校の中学部を卒業し

ていない場合又は中等教育学校の前期課程を修了していない場合はこれを卒業又は終了し

た日の属する月の末日までにある者をいう。 

（２） 社会保険各法 次に掲げる法律をいう。 

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

イ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

ウ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

エ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

オ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

カ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

（３） 医療費 社会保険各法に規定する保険給付の対象となる費用（入院時食事療養費及

び交通事故等により第三者からの賠償として支払われる医療費を除く。）をいう。 

（４） 一部負担金 医療費から社会保険各法の規定により給付される療養費を控除した額



（入院時食事療養費、高額療養費、附加給付金及び他の法令等の規定により公費負担金が

ある場合は、その額を控除した額）をいう。 

（５） 保護者 親権を行う者及び後見者その他の者で子どもを被扶養者としている者をい

う。 

（平２２条例３１・平２６条例１７・一部改正） 

（助成対象者） 

第３条 第１条に規定する医療費の助成（以下「助成」という。）の対象となる者（以下「助

成対象者」という。）は、社会保険各法による被保険者又は被扶養者であって、住民基本台

帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により市の住民基本台帳に記録されているもののう

ち、医療を受ける子どもとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、子どもが次の各号のいずれかに該当するときは、助成対象とし

ないものとする。ただし、第２号から第５号までに該当する場合で、当該各号に定める法律

の規定により医療費の一部負担金があるときは、当該子どもを助成対象者とすることができ

る。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けているとき。 

（２） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２０条に規定する育成医療又は第２１

条の９若しくは第２１条の９の２に規定する療養医療の給付を受けているとき。 

（３） 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２０条に規定する養育医療の給付を受

けているとき。 

（４） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１

４号）第３７条、第３７条の２又は第４２条に規定する医療の給付を受けているとき。 

（５） 特定疾患治療研究事業について（昭和４８年衛発第２４２号厚生省公衆衛生局長通

知）による特定疾患治療研究事業の医療の給付を受けているとき。 

（平１９条例１７・平２２条例３１・平２４条例３０・一部改正） 

（助成の範囲） 

第４条 助成は、子どもの医療費の一部負担金について行うものとする。 

（平２２条例３１・一部改正） 

（受給資格の認定） 

第５条 保護者は、助成を受けようとするときは、規則で定めるところにより、受給資格の認

定について市長に申請しなければならない。 



２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、この条例に定める子ども医療費の

助成対象と認定したときは、規則で定めるところにより、保護者に受給者証を交付するもの

とする。 

（平２２条例３１・一部改正） 

（助成の申請） 

第６条 保護者は、助成を受けようとするときは、規則で定めるところにより、市長に申請し

なければならない。ただし、保険医療機関は、保護者に代わり助成の申請をすることができ

る。 

２ 前項の規定による申請の権利は、保険医療機関において診療を受けた日の属する月の翌月

から起算して１年以内に申請を行わないときは、消滅する。 

（不当利得の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正の手段により助成を受けた者があるときは、その者からその

助成を受けた額に相当する金額の全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年３月２７日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、合併前の本渡市乳幼児医

療費の助成に関する条例（平成４年本渡市条例第２３号）、牛深市乳幼児医療費の助成に関

する条例（平成１２年牛深市条例第１８号）、有明町乳幼児医療費助成に関する条例（平成

１１年有明町条例第１８号）、御所浦町乳幼児医療費助成に関する条例（昭和４８年御所浦

町条例第２１号）、倉岳町乳幼児医療費助成に関する条例（平成１１年倉岳町条例第３０号）、

栖本町乳幼児医療費助成に関する条例（平成４年栖本町条例第２０号）、新和町乳幼児医療

費補助に関する条例（昭和４８年新和町条例第２３号）、五和町乳幼児医療費補助に関する

条例（昭和４８年五和町条例第３９号）、天草町乳幼児医療費助成に関する条例（平成４年

天草町条例第２０号）又は河浦町乳幼児医療費助成に関する条例（平成４年河浦町条例第１

４号）（以下これらを「合併前の条例」という。）の規定によりなされた処分、手続その他

の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 



３ 前項の規定にかかわらず、施行日の前日までに、合併前の条例の規定により行うものとさ

れた医療費の助成については、なお合併前の条例の例による。 

附 則（平成１９年条例第１７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の規定は、この条例の施行の日以後の診療に係る医療費について適

用し、同日前の診療に係る医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成２２年条例第３１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の規定は、この条例の施行の日以後の診療に係る医療費について適

用し、同日前の診療に係る医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成２４年条例第３０号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２６年条例第１７号） 

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 


